
第８回国土審議会土地政策分科会

日時：平 成 １ ６ 年 ５ 月 ２ ８ 日 （ 金 ）

場所：国土交通省（３号館）１１階特別会議室

国土交通省土地・水資源局



- 1 -

午前１０時０２分 開会

１．開 会

○事務局 お待たせいたしました。定刻を超えております。ただいまから第８回の国土審

議会土地政策分科会を開催させていただきます。

委員の皆様方におかれましては、大変お忙しいところをお集まりいただきまして、まこ

とにありがとうございます。

まず、議事に先立ちまして、当分科会の委員の皆様方を御紹介させていただきたいと存

じます。名簿の順でございます。五十音順で恐縮でございます。

緒方瑞穂委員でございます。

金子原二郎委員でございます。

金子亮太郎委員でございます。

小澤紀美子委員でございます。

小林重敬委員でございます。

桜田高明委員でございます。

神野直彦委員でございます。

高木茂委員でございます。

三上彩子委員でございます。

森泉陽子委員でございます。

山野目章夫委員でございます。

吉野直行委員でございます。

なお、小嶋委員、前川委員、三好委員及び亘理委員につきましては、本日御都合により

御欠席との御連絡をいただいております。

以上、当分科会の委員の皆様方を御紹介いたしました。皆様方におかれましては、どう

ぞよろしくお願いいたします。

次に、国土交通省からの出席者につきまして御紹介させていただきます。

林幹雄国土交通副大臣でございます。

伊藤土地・水資源局長でございます。

薦田国土計画局長でございます。
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議事に先立ちまして、林国土交通副大臣から御挨拶を申し上げます。

○副大臣 副大臣の林幹雄でございます。

第８回国土審議会土地政策分科会の開催に当たりまして、一言御挨拶を申し上げます。

新たに御就任いただきました委員の皆様方には、就任を快くお引き受けいただきまして、

まことにありがとうございました。従前からの委員の皆様方におかれましては、引き続き

よろしくお願いを申し上げます。また、委員各位におかれましては、国土交通行政の推進

に当たり、日ごろより並々ならない御理解と御協力をいただきまして、厚く御礼を申し上

げます。

さて、最近の土地市場の状況を見ますと、地価については、全国平均でなお下落を続け

ておりますが、その一方で、東京都区部では下げ止まりの傾向が強まるなど、地価の動向

に変化の兆しが見られています。また、不動産の証券化の進展に伴い新しい土地需要が拡

大するなど、不動産取引市場や土地利用においても新しい動きが見られるところでござい

ます。こうした状況を踏まえると、現在が土地政策にとって重要な時期でありまして、こ

れまでの施策を検証し、今後のあり方を再検討すべき転換点にあると考えておるところで

ございます。

本日は、土地白書案などについて御審議をお願いしておりますが、この中では、こうし

た認識のもと、地価下落が与えたプラスマイナスの影響を分析し、総括するとともに、最

近見られる新たな動きについてできる限り言及しながら、今後の課題と方向性を整理して

います。委員の皆様方から忌憚のない御意見をいただければ幸いに存じます。

皆様方からの御意見を踏まえ、現在が土地政策の転換点であるとの今回の白書案の考え

方をさらに深め、土地をめぐる我が国経済・社会の変化に的確に対応しつつ、土地とかけ

がえのない資源の有効利用に向けて一層の施策の展開を図ってまいる所存でございます。

最後に、委員の皆様方に、今後の土地政策の推進に当たり一層の御指導、御鞭撻を賜り

ますようお願いを申し上げまして挨拶といたします。

○事務局 どうもありがとうございました。

なお、副大臣は公務のため退席をさせていただきたく存じます。御了承賜りたいと存じ

ます。

○副大臣 よろしくお願いします。

〔副大臣退席〕

○事務局 それでは、お手元の資料の確認をさせていただきます。
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本日、大きく二つの袋を配らせていただきました。初めの大きな袋の方でございますが、

第８回国土審議会土地政策分科会の議事次第、それから座席表、それから委員名簿、それ

から配付資料一覧でございます。それから資料１、「平成１５年度土地の動向に関する年

次報告及び平成１６年度において土地に関して講じようとする基本的な施策要旨案」とい

うものでございます。中にＡ４の色刷りのコピーの３枚が挟み込まれております。それか

ら資料２、「平成１５年度土地の動向に関する年次報告（案）」。それから資料３、「平

成１６年度において土地に関して講じようとする基本的な施策（案）」。それから資料４、

１枚紙でございますが、「土地政策の検証に当たっての視点」。それから資料５、「土地

政策分科会国土利用計画部会の設置について」、１枚紙でございます。それから資料６、

「国土利用計画部会設置要綱（案）」でございます。

それから、参考資料といたしまして参考資料１、「国土審議会関係法令」。それから参

考資料２、「国土利用計画（全国計画）第三次」。それから参考資料３、「平成１６年度

税制改正について」。それから参考資料４、クリップどめのものでございますけれども、

「平成１６年地価公示に基づく地価動向について」というものでございます。

それから、後でお配りをいたしました封筒に入っておりますものは２種類ございまして、

１枚紙が「規制改革民間開放推進３カ年計画（抄）３月１９日閣議決定」という１枚紙。

それから、もう一つは法律の合本でございますけれども、「地価公示法及び不動産の鑑定

評価に関する法律の一部を改正する法律案関係資料」という２種類が入っております封筒

一つでございます。

もし不備等がございましたら、事務局にお申しつけを賜ればと存じます。よろしゅうご

ざいましょうか。

それから、本分科会に関する情報公開等につきましては、従来から会議は非公開として

おりますけれども、議事録につきましては、発言者名等を除き公表することといたしてお

りますので、あらかじめ御了承いただきたく存じます。

それでは、次に分科会長の互選に入らせていただきます。分科会長につきましては、本

年３月に、分科会長でいらっしゃいました根本二郎委員が御退任されましたので、現在空

席になっております。分科会長につきましては、国土審議会令第２条第４項の規定により

当該分科会に属する委員のうちから委員が選挙することになっております。いかがいたし

ましょうか。

○委員 土地政策に大変御造詣が深く、これまで分科会長代理として御尽力なさいました
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神野委員に分科会長をお願いしてはどうかと思います。いかがでございましょうか。

○事務局 ただいま○○委員から神野委員を分科会長にとの御提案がございましたが、い

かがでございましょうか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○事務局 皆様方、御異議がないようでございますので、神野委員に分科会長をお引き受

け願うこととさせていただきたく存じます。

それでは、これから分科会長に議事進行をお願いしたいと存じます。神野委員、お手数

でございますが、分科会長席の方へお移りを賜ればと存じます。

（神野委員、分科会長席へ移動）

○分科会長 ただいま皆様方の御推挙によりまして分科会長に選任いただきました東京大

学の神野でございます。もとより私は、こうした重責を担うだけの能力を持ち合わせてお

りませんけれども、せっかくの皆様の御選任でございますので、お引き受けしてまいりた

いと存じます。皆様方の御協力を得まして、この職責を全うしたいと存じますので、よろ

しく御協力をお願いいたします。

私事になりますけれども、私どもの大学は４月より法人化されまして、総長から、連休

明けまでは休みなく働けというふうに命じられておりました。たまたま私はゴールデンウ

ィーク前に軽井沢に用事でおりまして、大学にすぐ戻らなければならなかったので、軽井

沢駅で新幹線の時間を待っておりまして、軽食堂で食事をしておりましたら、目の前をふ

と見ると、前会長が奥様をお連れでお食事をなさっていまして、先生も、「私はこれから

１週間、軽井沢で休養するのですが、先生もこれから休養ですか」とおっしゃいますので、

「いえいえ、とんでもありません。私はこれから仕事をしなければならないので」という

ことを申し上げまして、きょうの運命を象徴するような出来事でございますけれども、ふ

と横を見ると、前会長は紙袋をお持ちになっておりまして、その紙袋の中は全部英字新聞

がびっしり。つまり多分、休養をなさりながらまとめ読みをされるのだろうと思います。

今この時点でも、前会長は忙しく働きながら私どもの審議状況をお見守りいただいている

かと思いますので、その点、心を引き締めて任務に当たりたいというふうに存じます。

先ほど申しましたように、私は未熟者でございますので、この地球という惑星の表層で

営まれている人間の生活、人間の生活が営まれている大地の問題を、皆様の御指導のもと

に御一緒に考えさせていただければというふうに考えております。

議事に入ります前に、分科会の私の会長代理につきまして、国土審議会令第２条第６項
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に基づいて指名をさせていただくことになっておりますが、私、何分にも未熟者でござい

ますので、お２方御指名をさせていただければというふうに存じております。まことに心

苦しいのでございますけれども、小林重敬委員と高木茂委員に分科会の会長代理をお願い

したいと存じますが、よろしゅうございましょうか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○分科会長 それでは、どうぞよろしくお願いいたします。

今日の議題でございますけれども、先ほどの大きな袋の中に本日の議事次第が入ってご

ざいます。大きく三つございまして、「平成１６年度において土地に関して講じようとす

る基本的な施策について」、それから「土地政策の検証について」、「その他」、三つの

議案が準備されております。

初めに、第１番目の議題に入るということになるわけでございますけれども、その前に、

昨年の分科会におきまして、前会長のときに分科会の方から検討課題として四つばかり提

起させていただいておりますので、こうした検討事項につきまして、まず、事務局から御

説明を賜りたいと思いますので、よろしくお願いいたします。

○事務局 まさに大地という先生のお話がございましたけれども、その大地の土地・水と

いうものを担当いたします○○でございますが、前回、１２月の分科会で、まさに先ほど

お話のございました前会長の方から１点、今後の検討事項ということで御指摘がございま

した。

それは、定期借地制度というのが、土地の利用の流動化を促進していくために定期借地

制度の拡充が必要であるというお話がございまして、その点についての現在の検討状況で

ございますが、現在１０年から２０年の間で事業用定期借地制度というものがございまし

て、そして、２０年から５０年の間を飛んで５０年以上は一般の定期借地制度と、そうい

う制度になっているわけでございますが、この２０年から５０年の間の上限を撤廃してほ

しいという議論が、この定期借地制度としては一つの課題でございましたが、これにつき

まして、今国会におきまして与党としては議員立法で、上限を撤廃する方向で検討に入っ

ていただきまして、与党としてはそういう考え方で議員立法したいということで、現在、

野党の方と、この改正を行おうとすると法務委員会でございますので、法務委員会の関係

の野党の先生方と上限を撤廃する方向での御検討を始めていただいております。今国会会

期中に間に合うかどうかわかりませんが、少なくともそういう議論が国会の法務委員会の

審議事項の課題になっているという状況までは来たということを、まず１点御報告させて
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いただきたいと思います。

それから、○○前委員から、固定資産税の問題についてしっかり行政として取り組むよ

うにという御指摘をいただいたところでございます。この点につきましては、後で御報告

させていただきます土地白書の１２９ページの中にも項目を一つ立てまして御報告させて

いただいておりますが、１６年度の税制改正におきまして、市町村の判断で条例により一

律に減額できる仕組みが、この３月の地方税法の改正によりまして創設されてございます。

早速、宇都宮市、鹿沼市、それから小山市では、この４月から減額というものが、実際

にこの制度を活用して始まってございます。その他の自治体につきましては、この法改正

が３月であったということで、これから検討されていくという状況だろうと思っておりま

す。そういうことで、この問題についても一歩前進という形になったということを御報告

させていただきたいと思います。

それからあと２点、昨年１２月建議をいただきました土地情報の問題と不動産鑑定士試

験制度の簡素合理化と、それから鑑定士の業務等の範囲等を含めた不動産鑑定制度全体の

見直し、この２点が昨年この分科会で御建議をいただいたところでございます。まず、鑑

定制度の関係につきましては、こちらの後でお配りした封筒の方に、こういう形の合本に

なってございますが、この法案がつい先日の５月２５日に成立いたしました。そういう意

味で建議をそのまま制度として実現することができました。その点につきましてお礼を申

し上げたいと思います。

それから、土地情報の関係でございますが、公示区域を都市計画区域外にも設定するこ

とができるという、その部分は今回法改正で措置いたしております。具体的な個別情報の

提供の問題につきましては、御提言を踏まえまして政府部内で検討した結果、この１枚紙

になってございますが、この３月１９日に規制改革民間開放推進３カ年計画という形で閣

議決定をいたして、その閣議決定に従って今後さらに詰めていくことになってございます。

この閣議決定の内容を少し御紹介させていただきますと、たくさん文書があるわけでご

ざいますが、Ａというところ、措置内容の「（Ａ）国土交通省、法務省」というところで

ございますが、ここで国土交通省と法務省がまず連携しまして、現行制度の枠組み、すな

わち地価公示制度の枠組みを活用して取引価格等の調査を行い、その結果を国民に提供す

るための仕組みを平成１６年度中に構築する」ということが第１点でございます。そして、

その仕組みに基づいて１７年度から、法務省の方も登記事務の電算化もできる状況でござ

いますので、そういうことを踏まえて、その仕組みに基づいて取引当事者の協力により調
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査提供を試行的にまず行うということが１７年度にやることになってございます。そして、

その結果を踏まえて、１８年度でございますが、Ｃというところの下から４行目でござい

ますが、「実績を通じて検証し、その結果を踏まえて取引価格情報制度の法制化を目標に、

安定的な制度のあり方について検討し結論を得る」と、こういう形で今後この御提言の趣

旨に沿って進めていくこととなってございます。

以上、昨年１２月の土地分科会におきまして御議論いただきました主要事項の現在の進

捗状況と申しますか、取り組み状況について要約的に御報告させていただきます。以上で

ございます。

○分科会長 どうもありがとうございました。

２．議 事

（１）平成１６年度において土地に関して講じようとする基本的な施策（案）について

○分科会長 本日の第１番目の議題は、これはただいま事務局から御説明いただきました

内容と深くかかわる事柄でございます。国土交通大臣から意見を求められております「平

成１６年度において土地に関して講じようとする基本的な施策について」ということでご

ざいますが、この案につきまして事務局の方から御説明いただければと思いますので、よ

ろしくお願いいたします。

○事務局 お手元に資料番号１、２、３がございます。資料２と３がいわゆる土地白書本

体でございます。御承知のように土地白書は、平成元年、バブルのピークのときにつくら

れました土地基本法に基づきまして政府が毎年国会に提出することを義務づけられており

ます白書でございます。中身が大部になっておりますので、資料１といたしまして、要旨

として整理をさせていただいております。趣旨といたしましては、政府が国権の最高機関

でありますところの国会に対しまして、内政の重要課題であります土地の動向とか、ある

いは土地に関する基本的な施策につきまして、今申し上げましたとおり報告するに当たり

まして、政府が独断に陥ることなくきちんとした御報告ができるようにと、こういう趣旨

で国土審の先生方の御意見をちょうだいするというものでございます。こういったことを

通じまして土地についての総合的な施策を推進することによって、国民生活の安定向上と、

それから国民経済の発展に寄与するということとするというのが土地基本法の考えでござ

います。
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それでは、大変恐縮でございますけれども、資料１に従いまして御説明をさせていただ

きます。

資料１、あけていただきますと、ポンチ絵的なものがございます。中身としては、「平

成１５年度土地の動向に関する年次報告及び平成１６年度において土地に関して講じよう

とする基本的な施策」というふうになっております。この要旨案自体、かなりのページ数

がございますので、時間の関係で私の方からは、大変恐縮でございますが、このポンチ絵

を使いまして御説明をさせていただきます。色刷りの３枚紙をよろしくお願いいたします。

ここにもございますように、土地市場の構造変化というものが言われてきております。

１３年連続で地価が下落しておりますけれども、その背景といたしまして、利便性・収益

性により価値が定まる市場へと、土地市場が変わってきているということが言われて久し

いわけでございますけれども、今年の白書の中では、地価の下落が個人・企業に与えた影

響、あるいは意識の変化、こういったものを分析させていただきまして、明らかにさせて

いただいております。結果としては、常識的なものになってはございますけれども、こう

いったことを実証的に分析した初めての白書でございます。

それから、具体の報告の中身の枢要を占めます地価、あるいは土地取引の動向でござい

ます。下に、東京都区部周辺における地価公示の図が示してございます。住宅地の例でご

ざいますけれども、上昇、横ばいまたはほぼ横ばいの地点というものでございますけれど

も、左から右にこういうふうに見ていただければ如実でございますが、この赤マークの上

昇地点、昨年度と比べまして約２０地点、東京都心部を中心に、あるいは千葉の浦安あた

り、こういったところで増えてございます。それから、群青色の横ばいの地点につきまし

ても、ごらんのとおりでございまして、ほぼ２０点ぐらい増えている状況でございます。

それから、青い空色のほぼ横ばいの地点、１％未満の地点でございますけれども、これに

ついても増えているというような状況になってございます。

東京都区部の例だけを申し上げましたけれども、これは、地方の政令都市、例えば名古

屋市とか、あるいは札幌市、福岡市の一部においても下げどまりの傾向が見られるという

ことで、下落が続いてまいりました地価の動向に変化の兆しが見られるということでござ

います。

それから、土地取引でございますけれども、これにつきましても新たな動きが見られま

す。後で詳しく御説明をさせていただきたいと思っておりますけれども、都市部を中心に

いたしまして土地取引の件数の増加が見られます。あるいは、不動産の証券化市場の拡大
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といった動きがあるわけでございます。

このような市場の動向を踏まえまして、先ほど来、副大臣、事務局の方からもお話がご

ざいましたけれども、これまでの施策を検証いたしまして、今後のあり方を再構築すべき

転換点にあるという認識のもとに、土地の有効利用のための課題と方向性の整理をさせて

いただいております。具体的には、これもまた詳しく御説明をさせていただきたいと思い

ますけれども、税制、あるいは土地情報、地籍、それから不動産鑑定制度の充実等につい

て整理をさせていただいております。

１枚めくっていただきたいと思います。先ほど申し上げました土地市場の構造変化、利

便性・収益性により価値が定まる市場ということについての分析でございます。左側をご

らんになっていただきたいと思います。バブルの発生と崩壊が長期にわたり経済・社会に

影響を及ぼしたというふうに言われているわけでございます。地価下落、マイナスの影響、

プラスの影響と分けまして、個人・企業にどのような影響を与えたのかといったことにつ

きまして、アンケート調査その他により分析をさせていただいております。

個人につきましては、資産の目減り等による消費の抑制の傾向、あるいは、企業につい

ていえば、含み損の拡大とか債務の圧縮等による設備投資の抑制、設備投資よりも債務圧

縮を優先する、あるいは、担保価値の下落によりまして銀行借入が困難になっているとか、

そういった状況について分析をさせていただいているところでございます。

プラスの影響といたしましては、これも常識的ではございますけれども、例えば首都圏

のマンションの価格の年収倍率でございますが、平成２年で８倍強ございましたのが、平

成１４年では４倍強というようなことで、住宅取得が容易になっているというようなこと。

あるいは、企業につきましては、事業コストの削減が図られて、経済活動が活性化してい

るというようなことが見られております。

それから、下の方でございますけれども、これもいろいろなところで言われております

けれども、産業構造の変化とか、あるいは国際化の進展、本格的な人口減少、高齢化社会

の到来等々を踏まえた土地の動向についても触れさせていただいております。

それから、個人や企業の意識の変化でございますけれども、土地は資産として有利だと

考える割合は減少、利用するために所有すると考える割合は増加ということでございます。

真ん中の表を見ていただきたいと思いますけれども、国民が、土地は資産として有利だと

考える割合が、平成５年には６割ぐらいございましたけれども、平成１５年の時点で３割

ぐらいになっております。それから、下でございますけれども、企業につきましても、５
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年の７割から、１５年には４割というふうに変わってきているわけでございます。

他方で、地価下落が長引く中で地価動向をプラスと評価する国民の割合というのは、平

成１０年ごろを境に大幅に減少しております。下落・横ばいが好ましいというふうな回答

が、右側の表をごらんになっていただければおわかりになると思いますけれども、６割ぐ

らいから３割ぐらいに変化しております。背景には、これもいろいろあろうかと思います

けれども、ちょうど平成９年に山一證券が廃業になったとか、あるいは平成１０年の長銀

の破綻、そういった金融不安、こういったようなことも影響しているのかなと思っており

ます。

それから、直近の状況はどうかなということでございまして、平成１６年の２月に、一

番下の調査でございますけれども、大都市､東京都、あるいは地方の中核都市等を中心に

した大都市の方だけでございますけれども、インターネットの調査を急遽しております。

地価の下げどまり傾向が大都市部では見られるわけでございますけれども、こういった大

都市に住まわれている方の平成１６年２月のインターネット調査では、下落・横ばいが好

ましいとの回答が５割程度まで回復しているということでございます。急に行った調査で

不十分でございますけれども、いずれ全国的にどういう意識になっているのか、調査をし

てみたいと思っているところでございます。

それから、１枚めくっていただきたいと思います。具体の土地の動向についての中身で

ございます。地価につきましては、先ほどの地価公示の例、変化の兆し、地方圏では下落

傾向が継続しているわけでございますけれども、東京都区部を中心に下げ止まりの傾向が

見られるということでございます。

それから、不動産取引市場についての新たな動きでございますけれども、全国の土地取

引件数は減少傾向にございます。一方で、東京都心部等を中心に取引は活発化しておりま

す。一番上の表でございますけれども、少し見にくくて大変恐縮でございますが、平成元

年の指数を１００といたしますと、平成１５年の時点で東京都、あるいは東京５区あたり

が伸びておりまして、１６０から１７０あたりの水準まで回復しております。他方で、全

国的には７１ぐらいの指数、地方圏にいきますと５８というような指数になっております。

それから、不動産の証券化のお話を先ほど御紹介させていただきましたけれども、こう

いった形での土地需要が拡大している。新しい不動産投資の仕組みといたしまして、企業

から放出されました不動産の受け皿になっているということでございます。真ん中の表で

ございますけれども、不動産証券化の実績の推移といたしまして、平成９年ぐらいから始
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めておりますけれども、平成１５年は約４兆円の証券化の実績がございます。９年からの

累積で約１２兆７，０００億円の水準になってございます。

それから、企業の動きでございますけれども、減損会計対応といたしまして保有不動産

の売却など、所有と利用の分離が進む一方で、新たに不動産を購入する動きがあるとか、

あるいはオフィスにつきましては、駅に近い、新しくて大きなビルへの需要が堅調である

と、こういった動きについても記載をさせていただいております。

個人につきましては、依然として持ち家志向が高いということで、一番下の表でござい

ますけれども、平成８年、１２年、平成１５年といったような形で、８割前後の水準の持

ち家志向があるというようなこと。あるいは、東京圏等では都心回帰の現象が継続してい

る一方で、特に子育て世代、若い世代等を中心に良好な居住環境へ、郊外部へのニーズも

見られると、そういったような動きについても記述をさせていただいているところでござ

います。

土地利用につきましては、都市部を中心にいたしまして工業用地が住宅や商業施設など

に利用転換されている。例えば東京の大田区の蒲田地区でございますけれども、これにつ

きましてはマンションへの利用転換。それから北関東地域でございますけれども、ロード

サイドショップを中心といたします商業施設への転換等々が見られるというようなことで

ございます。

それから、ＩＴ関連の工場の国内への戦略的立地もということでございますけれども、

これも新聞報道等で御承知のとおり、シャープの亀山工場、液晶テレビの工場でございま

すけれども、三重県等に、先端技術を国内に確保するということでございまして、戦略的

な立地も見られるということでございます。

そういうことを踏まえまして、一番右でございますけれども、土地の有効利用のための

課題と方向性というようなことで、転換点に立って、ここにございますように都市再生、

地域再生、それから市場機能の適正な発揮ということで税制、土地情報、地籍、定期借地

権、不動産鑑定評価制度の充実、こういった制度について整理をさせていただきまして、

土地市場の活性化、ひいては土地の有効利用の確保を図りたいというふうに考えていると

ころでございます。以上でございます。

○分科会長 どうもありがとうございました。

ただいま平成１６年度の土地に関する基本的な施策について御説明をいただいたわけで

ございますが、実質的には国会に提出いたします土地白書の骨子を御説明していただいた
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ということになります。御質問、御意見がございましたら、忌憚なく御提起いただければ

と思います。どなたからでも結構でございます。いかがでございましょうか。

○委員 教えてほしいのですけれど、今の３枚目で持ち家志向か借家志向かというところ

で、持ち家志向が１５年度は増えていますね。一方で、増えていますね、少し。それで、

一方で、その前のページの、国民は土地が預貯金や株式に比べて有利な資産かというと、

そう思うという人は減っているのです、むしろ。ですから、これは持ち家志向がそのよう

に有利だと思わないのに持ち家志向が増えているというのはどういう理由なのか。何かそ

の辺の分析はございますか。

○事務局 これは多分、後で白書の中で、基本的に私どもの分析で見ますと、平成５年の

ころの持ち家志向というのは土地の資産性を持った持ち家志向であり、１５年のこの持ち

家志向というのは、どうも私どもが分析していきますと、やはり借家よりも持ち家の方が、

生活のライフスタイルとかライフステージに応じて増築したり、それから中の模様がえを

したりとか、自分に合った利用ができるという意味での持ち家志向に少しずつ意識が変わ

っているのではないかというふうに考えておりまして、その意味で、ここの中だけですと

全く同じように見えるのですが、構造としては非常に変わっていると思っております。そ

れで、今、○○委員がおっしゃったような御疑問というのは、やはり私も実際に与党内手

続とかをやっていますと、何人かの先生方から御質問を受けたりもしたのですけれども、

どうも非常に持ち家志向は高いのだけれども、その持ち家の動機が、資産から利用へと変

わってきているということはどうも、マンションのような場合にも、一戸建ての場合にも、

そういう意識の違いはあるようでございます。

○委員 今のに関連したことなのですけれども、自分が家も土地も持ちたいという、自分

の家に関してはそういう希望を持っていて、これは多分変わらないというような形で推移

してきているわけです。それで、今後の課題というところで、定期借地権制度の拡充とい

うことが出てくるわけですけれども、これが突破口になって借りるという方向に動いてい

くと考えているのかどうか。何かこの辺の整合性というのがよくわからないのです。本当

にこれは柱になるのだろうか、課題になるのだろうかという、この定期借地権制度です。

それが１点と、もう一つ、今、土地白書の骨子についての御説明だったのですけれども、

私は昨日、去年出された白書を拝見していまして、色もきれいだし、言葉も平易だし、写

真もあり、表もあり、大変わかりやすくて、私たちが見ていても本当にわかりやすいなと

思って見ていたのですが、表紙をもう少し工夫したらもっと見やすくなるという。例えば
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週刊誌でも、買うときに、週刊朝日にしようか、文春にしようかというときには、表紙を

見て、それで内容に見当をつけるというような気がするのですけれども、もう少し表紙に、

下げどまりがどうだとか出てきたらいいなとちょっと思いました。少し余計なことかもし

れませんけれども。

○事務局 それでは、まず最初に、表紙の方につきましては、課長と担当者が今年の表紙

をどうしようかということで、大変一生懸命、これは何カ月かにわたって悩んでおりまし

て、その状況についてはまた後で課長の方から御報告させていただきたいと思います。

それから、定期借地でございますが、私が先ほど少し説明をはしょってしまったところ

がございますが、定期借地で一番課題になっておりますのは事業用の定期借地でございま

す。一般の定期借地権というのは５０年以上を対象としておりますが、事業用の定期借地

につきましては１０年から２０年という短期の定期借地ができるという、今は制度になっ

てございます。

ところが、実態を見ていきますと、税法上の耐用年数期間とこの１０年から２０年の間

というのが必ずしもうまくリンクしないとか、そういうことによって使いづらいという問

題がございますので、かつ一般定期借地を５０年以上にしているのは弱者保護の視点とか

いろいろなものもあるので、事業用については、そういう弱者保護とかいう問題がない、

いわゆるビジネスとして考えればいいものであるという考え方に立つと、２０年から５０

年の間の期間も、そういう事業用について特例的な定期借地権が認められる制度が課題と

なっていたということでございます。

それができると、どういうメリットがあるかということでございますが、一つは、そう

いう３０年ぐらいの例えば定期借地権を設定するとか、そういう形で事業を行っていくこ

とができるような、耐用年数に合わせたそういう借地権の設定というものが事業用につい

てできるということで、わざわざ土地を取得して設備投資をしなくても、定期借地という

制度を活用して設備投資をするということが非常にメリットになる場合もあるわけでござ

います。

最近、あるＩＣメーカーが、やはりＩＣのところというのは非常にサイクルも早いもの

ですから、土地を取得して設備投資というよりは、既存のある企業が持っている遊休地を

活用して、早く設備投資に入り、しかも、そういう設備投資を、土地を取得しないでやる

ことによって、財務諸表における資産計上をオフバランスできるとか、そういうことでそ

ういう選択をする企業も出てきているわけでございますが、これが２０年という上限で行
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われていますと、そこには企業行動に制約が出てきますので、そういう意味で２０年から

５０年の間を手当てできる仕組みが早くできるといいという意味で課題だというふうに申

し上げまして、それを今、国会の場で与野党で御検討いただいているというような状況に

ついて、先ほど御報告した次第でございます。以上でございます。

○分科会長 表紙については課長ですね。

○事務局 表紙につきましては、大変ありがたいお話でございます。実は土地白書を御説

明している最中にいろいろな方から、やはり売れるというか、皆さんによく読んでもらえ

るようなものにすべきだと、こういう御意見をちょうだいいたしまして、特に表紙とか、

それに載せる写真等につきましてはいろいろ工夫をさせていただいております。

土地白書は、大体３，０００部弱売れております。それで、最近、インターネットで無

料で公開するようになった関係で伸び悩みの傾向がございますけれども、それでも１カ月

に１万件ぐらいのアクセスがあって、かなり読んでいただいているのかなというふうに思

っております。

具体の表紙でございますけれども、昨年は六本木ヒルズと、それから地方の棚田の写真

にさせていただいたわけでございますけれども、ことしも担当の女性の補佐と、１００枚

ぐらい写真を見比べまして、いろいろ工夫をさせていただいております。都市の緑がよく

あらわれた写真とか、あるいは里山で子供が遊んでいる写真とか、そういったようなもの

でちょっと気に入ったものがあって、皆さんに「あっ、これ何かな？」というような、そ

ういう思いで手に取っていただけるようなものに、私としてはさせていただいたつもりな

のでございますけれども、まだ印刷しておりませんが、そういうふうにいろいろ工夫をさ

せていただいておりますので、御理解のほどをよろしくお願いいたします。

○分科会長 よろしいでしょうか。では、○○委員。お待たせいたしました。

○委員 初めてのメンバーで、少しとんちんかんな話になるかもしれませんが、１点、中

心市街地の活性化についての意見を申し上げたいと思います。

私どもの労働組合は、全国の百貨店と並びにかなりの数のチェーンストアで成り立って

いる労働組合でありまして、当然全国規模で運動を展開しているということでありますが、

とりわけその中で大きなウエートを割いておりますのが、まちづくり、まちおこしという

ことであります。といいますのは、町の活性化の、商業者のためのまちづくりはなしと。

ただし、商業者の入らないまちづくりもなしと。こういうことで取り組んでいるわけであ

ります。先ほどの御説明の中の土地利用という中に、中心市街地問題の深刻化という項目
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がございます。それからまた一方、年次報告の中ではこれからは社会・経済の安定成長が

基調だ、そのためには、中心市街地再生が有効であって、そういうことが地域活性化につ

ながる、こういうふうな記載がございます。まさにこのとおりだと思いますし、この考え

方こそ実効性のあるものにしていかなければならない、こういうことで我々も意を強くし

て取り組んでまいりたいと思っているわけです。

常々認識していますのは、都市環境の秩序とか公共性の維持を考えたときには、都市計

画と、もう一つは公的規制というものが必ず不可欠だということが１点と、それからもう

一つ、良好な都市形成実現のためには経済的効果だけを優先的にとらえた施策というのは

見直しがされるべきだと、こういうふうに思っておりまして、いろいろ全国で、本部も入

ってですけれども、いろいろな地方自治体の皆さんとか、それからＮＰＯの方、商店街の

方、あるいは子育てのいろいろな支援をされている女性が多いのですが、そういう方々と

もお話ししているのですが、これは私が言っているというよりも、そういう声が強く共通

して挙がっているという意味でとらえていただきたいのですが、やはりまちづくりは上か

ら、あるいは中央からの国土政策という視点からよりも、むしろ下からといいますか、地

域・個人からつくり上げていく、こういうふうに変わっていくべきだ。すなわちどのよう

なまちづくりにするかというのは、基本的には地元住民が決めることだというような声が

非常に、これは行政からも出てきているわけであります。むしろそういう動きを行政が横

からサポートしていくということをはっきりおっしゃる地方自治体のトップの方もいらっ

しゃいます。

例えば現状はどうかといいますと、やはりどうも規制権限が都道府県知事に与えられて

いて市町村にないとか、国の法令が所轄省庁の縦割り所管ということで、どうもこれは地

域レベルでの総合性に欠けるのではないかというような指摘があったり、住民参加の手続

が十分でないというような声とか、まちづくり三法の趣旨にのっとったまちづくりが必ず

しも十分にできていないというような声も、残念ながら聞かれます。

例えば事例でいいますと、観光と農業でやっている地方都市があります。非常に頑張っ

ているのですが、その隣の中心市街地に隣接する農地が、突然、大手スーパーにかわって、

急速に、歴史ある市街地が疲弊をしだすとか、あるいはまた、日本を代表する歴史都市の

中心部の工場跡地が、これまた大型のスーパーマーケットが出てきた。確かに土地利用と

いう意味では、経済効果という意味では見込まれるのかもしれないのですけれども、長い

こと、何百年にもわたる歴史・文化といいますか、そういうものが、もちろん小さな商工
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者も含めてですが、破壊されていって、市街地の力がどんどん落ちているというような声

があります。確かに利便性ということではそうかもしれませんが、本当に幅広い住民の声

をもとにつくられているのだろうかというふうに思われてならない事例がいろいろあるわ

けです。用途地域制の厳格性というものが欠如した運営というものが、残念ながら多いの

ではないのかなというような気がしてならないわけであります。

そこで、二つほど申し上げたい。一つは、やはり民主的手続を確立するための制度改革

ということで、まちづくり三法を初め制度や方針が個々に動いて、総合的な観点が弱くな

っているのではないか。だから、経済合理性とか対症療法的な税、雇用確保等を優先させ

たまちづくりというものが広がっている。そうではなく、早急に、地域の事情に見合った

まちづくりのための環境整備・運営というものが要る。

加えて、１６年度の基本的施策に都市再生の推進という、まちづくり交付金とか権限の

移譲等、いろいろ立派ないいことが書いてあるわけで、これをぜひ自治の主体である地域

の住民が主権者として決定できる仕組みを、ぜひ再構築をしていただきたいということと、

それからもう１点は、専門家・ＮＰＯの育成と支援ということ、このこともぜひお願いし

たい。

以上を通じて、地域独自の特性を踏まえた都市地域づくり、住民の手で行える仕組みの

支援というものをぜひお考えいただいて、成熟した都市型社会へのスムーズな移行の御検

討をお願いしたい。以上でございます。

○分科会長 どうもありがとうございました。

今のような住民の視点に立った、部分的な合理性よりも総合的な視点をというところは、

どの辺に入っているか、その他御説明いただいた方がよろしいかと思います。

○事務局 資料２でございますけれども、今御指摘の点につきましては、中心市街地、地

方の市街地の問題といたしまして４７ページ以降にいろいろと分析をさせていただいてお

ります。４７ページ、４８ページ、それから４９ページ、５０ページ、５１ページ、５２

ページ、５３ページというようなことでございます。

施策展開については、○○の方からまた御説明があると思いますけれども、具体の取り

組みの例といたしまして、例えば５５ページに「コンパクトシティへの取組」といったよ

うな形で山形県の鶴岡市、まさに今おっしゃったような形で、これは官庁営繕部のシビッ

クコア制度というか、官庁を中心としてまちづくりをしているものでございますけれども、

こういった国土交通省が持っておりますいろいろな施策を通じまして、地域の皆様方の自
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主的な取り組みというようなことで頑張っている例とか、そういったものを土地白書にも

載せさせていただいておりますし、また、国土交通白書においてもいろいろな取り組みを、

今年は事例集として出したりしております。施策につきまして、もし補足がございました

ら、よろしくお願いいたします。

○分科会長 補足していただくことはございますか。

○事務局 それでは、施策といいますか、まさに今、○○委員が御指摘になったような問

題意識に沿って、この３月に都市再生法と国土利用計画法の一部改正ということで法律を

成立させていただいております。その中身を少し御説明させていただきますと、一つは国

土利用計画法の土地利用基本計画作成費等については、これまで国から交付金という形で

都道府県に交付していたわけでございますが、これをまず一般財源化ということで、交付

金を交付するという形で国が関与するというところを、一般財源化という形でより地方公

共団体の自由度を高めるということについて措置いたしたところでございます。

それとまた一体でございますが、中心市街地の活性化という議論をしていく場合には、

幾つかの取り組みの視点があると思います。一つは固定資産税、課題になっておりました

そういう保有税の問題については、先ほど申し上げましたように今回商業地について市町

村の判断で一律に減額できる制度が新たに認められまして、既にこれに基づきまして宇都

宮等では商店街の活性化のためにこの制度を１６年度から活用されていると。鹿沼や小山

でもそういう活用をされているところでございます。

それとあわせましてまちづくり、私どもは、都市再生というのはどちらかといいますと、

これまで大都市での民間活力のあるところの都市再生ということが中心でございましたけ

れども、ある意味で全国、稚内から石垣までの都市再生を推進していくというと、委員御

指摘のように市町村やＮＰＯの果たす役割が非常に大きくなるというふうな認識を我々も

持っておりまして、そういう考え方に基づきまして、まず第１点としては、まちづくりに

関する都市計画等の権限をできるだけ市町村に一元化するということが特例的にできるよ

うな、そういう仕組みを今回都市再生法の改正を通じて行っております。それからまた、

市町村の創意工夫が生かせるということで、補助金ではなくてまちづくり交付金という形

で新たな支援制度を創設しております。１６年度予算でございますが、１，３３０億円と

いうことでの予算措置も講じてございます。それとあわせて、先ほど申し上げましたＮＰ

Ｏとの協働によるまちづくり、行政とＮＰＯ法人等との協働という観点から、これを市町

村が作成する都市再生整備計画というもの、これの中にそういうＮＰＯとの協働というこ
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とも位置づけられるように法的な措置もしたということがございます。

そういうことで、私どもも、最近の土地市場の市場構造というものの変化というものが、

資産性重視から収益性・利便性重視の市場に変わってきているわけでございますので、や

はり商店街の活性化とかそういうことを図っていくということのためには、やはり利用価

値といいますか、利便性といいますか、収益性といいますか、そういうものを高めていく

ような施策とセットでないと、なかなかそういう活性化ということも難しいだろうと思っ

ておりまして、そういう意味でこういうまちづくりの支援制度、そして、そういう中では

市町村ができるだけ主体になって行えるような仕組みの見直し、そういうこともあわせて

取り組んだところでございます。この３月の末に法律として成立させていただいておりま

して、今その施行に向けて全力を挙げているところでございます。以上でございます。

○分科会長 それでは、○○委員、お願いします。

○委員 幾つか質問させていただきたいと思います。最後にいただきましたポンチ絵の一

番最後のところに、社会・経済の変化を見据えた土地利用ということがございまして、ま

ず一つは、日本の都市というのを、前にも申し上げたかもしれませんが、アジアの中でど

うしていくかとか、あるいはロンドンとかニューヨークと比べてどうしていくかという、

少し大きなスケールなのですけれども、そういうものもぜひ将来は考えていただければと

思います。その際には、やはり日本の産業構造が製造業からいろいろ金融サービス業に変

わっていく中で都市をどうするかという問題があるかと思います。そういうときに、やは

り他省庁との連携というのもぜひ必要になってくるのではないかと思います。それが第１

点です。

２点目は、都市再生に関してなのですけれども、六本木とかいろいろなところで都市再

生がやられていますけれども、私が見るところでは、間違っているかもしれませんが、地

区再生といいますか、そこの再生されたところは活性化するのですが、例えばその隣の赤

坂のオフィスが少し安くなるとか、その動きがあるようであります。ですから、都市再生

といった場合には都市全体が活性化しなくてはいけないわけで、そこの地区が再生しても

仕方がないわけですから、そういう意味でやはり何かもう少し全体的に経済を引き上げる

ような都市再生でなければ、やはりゼロサムゲームになってしまいまして、片方の新しい

ところはよくなり、そうではないところが少し衰退するとなるのではないかと思います。

それから３番目は、不動産の証券化が非常に増えているということは、これは金融の発

達によって非常にいいことだと思うのですが、これまでよく金融商品で起こりましたこと
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が不動産の証券化で起こらないようにぜひお願いしたいということです。それには、継続

的な情報の提供ということが必要だと思います。これは投資信託のときによく起こったの

ですが、売るときにはその情報があるのですが、その後どういうふうにそのものが動いて

いるかというのが余りわからなかったわけです。ですから、投信ができたときに随分いろ

いろな方がその市場に入ってきて、それでしばらくいたのですけれども、損をされて、も

う二度と見向きもしないという方がおられたようです。不動産の証券化の場合に、やはり

不動産の場合には継続的にそこの対象となっている物件がどうなっているのか、こういう

情報の提供をぜひやっていただきたいと思います。

それから、今後の問題ですけれども、これまでは非常にいい不動産がマーケットに出て

きたと思います、証券化として。それで、今後だんだんに、悪いと言っては失礼ですけれ

ども、少し質のよくない不動産の証券化が出てくるかもしれません。ですから、そういう

ものに対してもやはり情報の提供というものをぜひやっていただきまして、それでいい市

場に育てていただきたいと思います。

それから最後は、不動産と金融商品が証券化によって代替の商品になってきたわけです。

そうしますと、税制の方も同じ税率にしておきませんと、どちらかの方に偏るということ

になると思いますので、そういう意味では実物の不動産と、それから金融商品の税制に関

しても、今後よく御検討いただければと思います。以上です。

○分科会長 どうもありがとうございました。

将来のビジョンにかかわる問題ですが、アジアや世界での位置づけと、それから都市の

再生と地区再生の問題が２点目、それから３点目は商品化にかかわって３点ばかり御指摘

いただいておりますので、お答えいただければと。

○事務局 非常に広範かつ根本的な問題も含んでおりますので、私の方から少しまとめて

お答えさせていただきます。

まず、他省庁との連携ということでございますが、その他省庁との連携というものの象

徴がまずこの土地白書というものだと思っておりまして、実際にこの土地白書をつくり上

げていきますには、関係各省庁からもいろいろなデータとか御意見もいただいて実際につ

くり上げる。そして、これを閣議決定という形で決めていくというのも、一つの他省庁と

の連携の一つの象徴という形だと御理解いただければと思います。

それから、またそれ以外のことで申し上げますと、土地政策につきましては、そういう

他省庁との連携の部分が非常に多いものでございますから、旧国土庁時代からでございま
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すけれども、いわゆる閣議決定で土地政策推進要綱というものを定めて進めてきているわ

けでございます。現在の推進要綱は平成９年に新総合土地政策推進要綱という形で定めら

れまして、それに基づいて各省で取り組んできております。そういうもののすべてを最終

的に集約していくものが、平成元年に制定された土地基本法というものでございまして、

その土地基本法に基づいてこの白書というものもありまして、そういう中で国土交通省の

私どもの方がそういう全体の総合調整の機能というものを果たしていくと、こういうこと

になってございます。そういう意味で、これは各関係省庁とも緊密な連携のもとに進めて

今後ともいきたいと思っておりますので、どうかよろしくお願いいたします。

それから、地区再生、ゼロサムの問題でございますけれども、よく言われるのは、どこ

かに人が来ると、どこかの人が少なくなっていくと。この現象は確かにあるのでございま

すけれども、トータルとして都市の水準が上がっているのかどうかということでの判断と

いうことになると、なかなかデータとか資料等もないところは事実だと思っておりますが、

私ども、やはりある部分の地区再生が全体としてのトータルの底上げにつながっていくと

いう側面があるというふうに思っておりまして、その一つの例が、ここの一番最初に書い

てございますが、平成１５年と１６年で地価の傾向がどうなっているのかということを見

ていきますと、品川ですとか、汐留ですとか、六本木ですとか、いろいろなところの都市

再生というのは一つのきっかけになって、全体としては底上げが進んでいくという形には

なっているのだろうと思っております。それがこの１年の、１５年と１６年の変化という

ものでもあるのだろうというふうに思っておりまして、そういう意味で確かに局部だけを

見ますと、六本木に人の出入りが多くなると赤坂の方がどうかとか、そういう部分は部分

としてありながら、しかし、トータルとしては上がっていくと、都市全体としては上がっ

ていくと、そういう姿に持っていけるように、私どもも今後とも関係部局ともよく相談し

ながら取り組んでいきたいというふうに思っております。

それから、証券化の御指摘で、継続的な情報でございますとか、いろいろなそういう○

○委員の御指摘については、私どももそのとおりだと思っております。これはそういう課

題というふうに受けとめさせていただいて、そういう方向に向かって私どもも取り組んで

いくつもりでおりますが、引き続き御指導をよろしくお願いしたいと思います。

それから、こういう形で不動産の証券化というようなことが出てくると、土地税制と、

いわゆる土地というものが他の預貯金等や株式に比べて有利な資産ではなくなっていると

いいますか、税制としてもバランスをとっていくべきだと、そういう考え方のもとに１６
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年度の土地税制におきましては、かねてから懸案でございましたけれども、土地について

重課されている、譲渡所得等についての課税について重課されている部分について措置す

るということで、具体的には１２９ページでございますけれども、１２９ページの土地税

制の活用というところの下から６行目でございますが、１６年度税制改正において株式に

対する課税とのバランスを踏まえ、個人の土地長期譲渡所得税の税率が期限のない措置、

いわゆる恒久措置ということでございますが、それで２６％から２０％に引き下げられる

という形で見直しが行われてございます。この見直しのポイントは二つございまして、一

つは株式等との課税のバランスを踏まえるという点で重課の部分を取り払ったということ

が一つございます。それから、土地税制につきましては、従来地価をコントロールすると

いうような視点から、そのときどきで租税特別措置法で重課されたり、その重課を少し見

直したりというような形で動いてきたものについて、今回は同じ租税特別措置ですけれど

も、付則ではなくて本則措置として２０％という形で恒久化の措置がとられたということ

で、私どもとしては、これは土地が有利な資産ということではなくなった現状というもの

を踏まえた措置として評価しているところでございます。以上でございます。

○分科会長 そのほかございますでしょうか。○○先生、先にお願いいたします。

○委員 簡潔に。先ほど御紹介いただきました絵の１枚目の地価の状況図ですが、平成１

６年度の地価動向、これを見ますと、例えば東京駅なりを中心に眺めてみると、東京の中

でも西南方向にかなり偏って、要するにこちら側の地価上昇はあるけれど、それ以外のと

ころについては必ずしも見られない。それは、一つは、先ほどの都市再生絡みでいろいろ

なプロジェクトが起きているところはそういうところが中心だということもあるかもしれ

ませんが、先ほど○○委員がおっしゃった都市計画というか、しっかり町をどういうふう

につくっているかというところの影響もややあるのではないかという思いがあります。人

々がそういう、ある意味での土地の質を評価して、そこにこういう変化が見られるのかな

と思っております。

資料の中にはございませんけれども、こちらの資料１、今の資料にはございませんけれ

ども、資料１の宇都宮の住宅地の地価動向が９ページのコラムに、これは大変おもしろい

のですけれども、宇都宮の住宅地の平均地価はどんどん下がっておりますが、しかし、し

っかり景観を維持している町の地価の動向は、これとは大分違う動向を示していると。要

するに人々の評価が、従来の単なる利便性だけではなくて、むしろそういう質の面に配慮

した、そういう動きが見られてきていると。そのことをどう評価するのかという議論が一
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つ必要ではないかと。要するに土地というのは、単に利便性というか交通の利便性だけで

評価される時代では必ずしもなくなってきて、それをどう質を高めていったり、維持管理

していくかというようなことに一定の配慮がされたところに、地価の動向が影響を与えて

いると。

そのような議論を少し見てみますと、先ほど○○委員がおっしゃった、ある地区につい

て都市再生をやって、周辺に逆の影響が出ているのではないかという話、全体的には必ず

しもそうではないという答弁もございましたけれど、そういう動向に対して最近、例えば

六本木ヒルズ周辺の地域をＮＰＯ組織を立ち上げてまちづくりを全体的にやる、そういう

組織をつくりたいとか、あるいは渋谷を中心に、やはりＮＰＯ組織的なものを立ち上げて

町のマネジメントをやりたいとか、あるいは私もかかわっているので言いにくいのですけ

れど、大手町、丸の内、有楽町地区、さらに千代田区の神田、そのあたりも連携して地域

全体のまちづくりをやっていこうというような動きが、それぞれ見られるようになってき

た。そういうところもやはりしっかり把握して、そういう動向をむしろ促すような、そう

いうことが必要ではないかと思っておりまして、そういうＮＰＯを支える議論は既に、先

ほど○○さんのお話にもございましたように、動きとしてあるということでございますの

で、ぜひその辺をさらに促すような施策が必要ではないかというふうに思っております。

○分科会長 事務局の方からコメントをいただけますか。

○事務局 まさに若干誤解が生じてはいけないということで、私は先ほども利便性・収益

性だけではなくて、環境とかいろいろな総合的な評価ということも申し上げたところです

けれども、どうしても土地市場の構造変化というときに、資産性からどう移ってきたかと

いうときに、利用価値が高まったとか、使用価値が高まったというところを象徴例として、

私どもも利便性という言葉を少し安易に使いすぎているところがあるのかもしれません。

利便性という言葉の中には、私どもが込めている気持ちとしては、単に交通利便性だけで

はなくて、もう少し土地としての魅力といいますか、そういうものを高めていくという趣

旨もこめて申し上げているところでございまして、その趣旨は、例えば１１ページの４節

というところの出だしなどを、頭紙の下から３行目などを見ていただきますと、「土地の

利便性や収益性といった利用価値を高めていくためには、都市や地域の再生や環境・景観

の保全など、地域の資源を活かして魅力を向上させ、豊かな国民生活の基盤をつくること

が必要である」と、この基本認識のもとにやっておりまして、言葉遣いで若干そこのとこ

ろはまだ統一がとれていないところがあるかもしれませんけれども、基本的には○○委員
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御指摘のとおりだと思っております。

それから、そういう意味で今回、豊郷台のケースも事例として御紹介させていただきま

した。

それと同じような趣旨で、ＮＰＯの問題も非常にそういう意味では、今回、まちづくり

に当たってはそういう制度を支える、そういうまちづくりをしていくための一つの、一方

の行政とＮＰＯがどううまく連携・協働していくかということが基本的な課題であるとい

うことで、そういうものが制度的にも位置づけられるような、協働関係が位置づけられて

いくような都市再生法の一部改正も行ったところでございます。それ以外にも、例えば都

市公団が具体的に宅地を、ニュータウンとかいろいろなものを考えていく場合に、このＮ

ＰＯの役割というのは非常に大きな問題だと思っておりまして、実際にそういうことが連

携・協力できるようないろいろな取り組みというのも進めているところでございます。以

上でございます。

○分科会長 どうもありがとうございました。○○委員、お願いいたします。

○委員 地籍調査について教えていただきたいと思います。毎年私はこのことが気になる

のですけれども、地籍調査というのは土地情報の整備をするに当たっても、鑑定評価をす

るに当たっても、極めて重要な基本になる図面でありまして、その進捗度が人口集中地域

では１８％になったばかり、戦後６０年たってやっと１８％ということで、これから大急

ぎで進めなければいけないと思うのですけれども、白書について質問してよろしいですか。

白書の１２５ページに「地籍調査の促進方策」というのが出ておりますね。そこで、都市

再生街区基本調査を実施するというふうになっているのですが、この図面を見てもよくわ

からないので教えていただきたいのですが、これはまず周囲の座標点を確定するというこ

とですか。それから中をずっと押さえていくと。それで、こういうふうなやり方だと、ど

んどん進むというふうに考えてよろしいのでしょうか。いかがでしょうか。

○分科会長 地籍調査については、どなたにお答えいただけばよろしいですか。

○事務局 まず、今の都市部における地籍調査、地籍調査そのものは非常に、一筆一筆を

確認するということで、立ち会っていくということで時間がかかっております。そこで、

確かに市町村を見ますと、２０年、あるいはもっと５０年とか、そのようにかかるような

状況があるわけでございます。ただ、地籍調査はその地域としては非常に精度の高い地図

ができますけれども、いわゆる町全体として見ましたら、その一部でございますので、こ

れを何とか、まず既存のデータをきちんと、今いろいろなデータがございまして、例えば
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用地買収をするときにも資料が出てきますし、いわゆる土地家屋調査士が地積測量図など

をつくる際にもいろいろございまして、そういうものが実際にこの地籍調査とか登記の関

係で表に出てこないという状況がございます。

そのようなことがありまして、まず、私どもは、都市部全体についてデータベース化、

既存にあるデータベース化をしていく必要があるというふうに考えております。そのよう

なことで、まず、街区、特に道路の情報とか、そのような道路台帳とか、そのようなもの

がございます。それと、公図そのものが実際どこにあるのかということはなかなかわから

ない状況がございますので、公図のデータベース化とか、それを全体的に行います。そう

しまして、ここで示しておりますのは、街区の全体を本当は調査できればよろしいのです

けれども、まずその基準となるような基準点というようなものをきちんと明確にしていく。

それから、街区の四隅等につきまして、まずきちんと国が直轄で全体を調査することによ

ってデータベース化していきたい。それをもとに各市町村において取り組んでいただきた

いという考えでございまして、この都市再生街区基本調査といいますのは、国がＤＩＤ地

区全域にわたって、そのような基礎を整えていくという、基礎的な調査をまず行っていき

たい。それをもとに、いろいろな法務省のデータと連携をしながら、市町村の方できちん

と、さらに取り組んでいただくということで進めてまいりたいという調査でございます。

○分科会長 どうもありがとうございました。どうぞ、○○委員。

○委員 今回の白書を見させていただきまして、土地市場というのが非常に変化してきて

おりまして、そういった意味で土地政策というのも非常に変化せざるを得ないということ

がにじみ出ておりまして、私はそういった意味では大変興味深く有用だというふうに思っ

ております。

今までの土地政策というのは、土地の要するに更地の有効利用ということが中心だった

のですけれども、これからは不動産市場という、いわゆるリアルエステートのマーケット

ということが非常に重要なことになってきているというふうに思います。それで、証券化

も含めまして、まだ面積的には日本列島の中では小さい部分しか占めないかもしれません

けれども、証券化が４兆円近くに上ってきているということは、資本市場において大きな

シェアを占めているということで、先ほど○○先生もおっしゃっていましたけれども、金

融市場、資本市場と、それから不動産市場ということで、どうしても裁定が働きますから、

そういった意味でもやはり税制の、金融市場、それから不動産市場の税制を非常にバラン

スよくするということは非常に重要だと思っております。
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そういった意味でインフラが、今までの土地政策というか土地市場におけるインフラと、

これからのインフラというのは少し違うのではないかというふうな気がいたします。要す

るに資本市場との連携で不動産市場におけるインフラということを十分に考えなければい

けないのではないかというのが第１点でございます。

それから第２点は、土地情報を公開するということを非常に私は高く評価しておるので

すが、ここでお聞きしたいのは、土地情報というのは土地の取引において、あったたびに

情報を、価格を公開するというふうに理解しているのですが、そのときに土地の部分、更

地だけを開示するというのはどういうふうにするのかなというのがよくわからないのです

けれども、土地の取引というのは大抵が上物がついている部分があると思うのですけれど

も、そこで土地の部分だけをはがしてやるというのは、どういうふうにするのかというこ

とと、なぜそれをお聞きするかといいますと、将来的に非常に、平成１８年度ぐらいに向

けて開示が進んだときに、片方で公示地価というものがあるわけですから、そういう土地

の地価、要するに更地の土地の価格がどんどん開示されてきたときに、公示地価との関連

はどういうことになるのか。将来的な公示地価というものが余り使われなくてもいいのか

というようなことをお聞きしたいということです。

それから３番目として、個人が依然として持ち家志向が高いということは、ここに書い

てあるだけなのですけれども、これに対して、持ち家志向が高くて、今、都心回帰の現象

がずっと継続して、なおかつ続いているということなのですが、先ほどどなたかおっしゃ

っていたと思うのですけれども、都心の一部分はきれいになっているのですけれど、都心

に移ってきた人というのは郊外から大抵移ってきているので、そうすると、千葉とか、そ

ういう東京の郊外のところがどんどんどんどん抜けてきているということは、商業地だけ

に限らず、郊外における住宅地においても、マンションが非常に質がどんどんどんどん低

下していくという、そういうことがどんどん起こっていると思うのですけれども、そうい

う中心市街地ではなくて郊外の住宅地の空洞化みたいなものが起きていると思うのです。

そういうことに対する対策みたいなものはどういうふうにお考えになっているか。以上３

点お聞きしたいと思います。

○分科会長 これは事務局、よろしいですか。

○事務局 いろいろな各課にまたがりますので、基本的な問題を私の方からまとめて御報

告させていただきます。

まず、基本的に不動産証券市場といいますか、そういうことの土地市場における重要性



- 26 -

という点は、私どもも○○先生と同じ認識でございまして、さらに、今回白書であえて大

胆に切り込んでいる部分があるとするならば、私どもとしては、減損会計とかいろいろな

形で企業からオフバランス化とかいろいろな形で出てきた土地を、実際にうまく市場が受

けとめていく受け皿として、この収益不動産という市場が、これだけではございませんけ

れども、事業定借とかいろいろな問題もかかわってくる問題だと思いますが、少なくとも

そういう保有不動産の売却などで所有と利用の分離が進んでいく中で、この新しい不動産

証券化とかを含めた収益不動産の市場というのは非常に重要になっているという認識のも

とに、今回、私どもも白書で整理させていただいております。

それから、地価公示と個別のデータとの関係をどう見ていくかという議論でございます

が、私どもとしては、まず、平成１７年度におきます試行、そのための仕組みを１６年度

中につくりたいと思っておりますが、今の○○委員の御指摘なども参考にさせていただき

ながら１６年度中に地価公示の枠組みを活用して個別の取引の情報も、個人情報に配慮し

た上で出していく仕組みというものを整理したいと考えておりまして、そこについてはこ

れからまた御指摘も踏まえながら詰めていきたいと思います。

ただ、基本的に私どもが、地価公示と個別のこういう情報との関係をどう考えているか

ということでございますが、一つは、地価公示というのは全国に３万１，０００ポイント

ほどの地点を設定して、そこのいわゆる売り手にも買い手にも偏らない価格を判定してい

くという作業でございます。この判定作業で出てくるものは、標準地と言われている地点

の客観的な価格というものについては､情報として、多分売り手にも買い手にもともに共

有できる、それから、具体的に土地取引等を行う場合に双方が出発点にできる情報として

は一番精度の高い情報だと私は思っておりますが、それだけで取引をする人たちの情報が

十分かというと、そこで明らかになってこない部分というものは、いわゆる動向という問

題でございます。つまりある地域での土地取引が頻繁に活発に行われているのか、そうで

ないかということが典型的な動向の一つでございますけれど、さらにもう少し言えば、あ

る地区では比較的、３０坪とか、こういうまとまっているような小規模な面積の土地だと

高く評価される売買が成立するけれども、１００坪とかそういう土地になると、逆に、単

価が安くなるとか、逆にある商業地などにいきますと、そういう１０坪とか１５坪とか３

０坪という土地は余り評価されずに、ある程度まとまったオフィスビルが必要なところの

面積がある土地が高く評価されるとか、その地域ごとに、私どもは地価の個別化と言って

おりますが、最近の市場で見ると、地域ごとにそういう取引の動向といいますか傾向とい
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いますか、そういうものが違っており、それは微妙に変化しているわけでございます。

そういう動向までをきちんとある標準値で代表して出せるかというと、そこには問題も

あると思っておりますので、そういう意味では私どもは地価公示という方向から追求して

いっても、バックデータ、地価公示で収集したデータのバックデータを、ある程度個人情

報の保護ということを頭に置きながら、やはりバックデータも活用していただけるような

仕組みというのが必要だと思っていますし、土地情報という方から見ても、そういうバッ

クデータは必要だということで、そういう両方から考えていって、より充実した情報の体

系になっていくような方向を目指したい。そのための出発点を、現行の地価公示制度の枠

組みを活用して１７年度には試行してみたいというふうに考えておりまして、それを踏ま

えて、また将来的なことは考えていくというのが今回の閣議決定のポイントでございます。

○委員 では、建物はなくして、取引の下だけを。

○事務局 そこにつきましては、実際にどういうやり方が一番いいのかという点について

は、１６年度中に詰めていきたいと思っておりますが、契約がセットでなされている場合

に、どういう表現の仕方が一番誤解がないかということだと思っておりますので、それは

これから詰めていく課題だと思っております。

○委員 それは評価が入ってしまうかなと思ったものですから。

○事務局 そうなのです。そこをどうするかという議論が、どちらがいいかということと、

それから、より誤解がないやり方はどうかという点については、これから詰めていきたい

と思っております。

それからもう一つ、都心回帰という現象でございますが、私どもは、これはまだ体系的

に調査したということではなくて、民間の調査なども踏まえて考えてみますと、例えば多

摩ニュータウンなどについて申し上げますと、ニュータウンの最初から住んでおられる方

と、それからやはり中古という形で新たに入ってこられた方との比率というのは、大体３

分の１程度の方は後から中古物件を取得するという形で入ってこられておられます。それ

は何を意味するかというと、ある意味でのライフステージとかライフスタイルに合わせた

住みかえというのがあるのではないかと。つまり多摩ニュータウンに最初に住まわれた方

が都心回帰されて、その中古住宅を逆に新しい世代の人たちが取得するものになっている

ような、そういう傾向というのは現実に見て取れております。ただ、それが、まだ、そう

いう都心回帰だけが起こっていて、したがって郊外地がすべて空き家になっているという

ことではなくて、実はなぜ都心回帰ができる資産があるかといえば、やはり郊外を処分し
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て入ってこられる方も結構多いわけでございます。そういう意味でいいますと、一番の今

後の課題というのは、私どもの問題認識としては、一つは都心回帰といいますか、ライフ

ステージに合わせたそういう買いかえとか住みかえとか、そういうものがもう少しスムー

ズに行われるような仕組み、方向、こういうものを考えていかなければいけないと思って

おります。

そういう考え方に関連して、１６年度税制におきましては、居住用資産につきまして、

ローンの従来の買いかえ要件とか、そういうものがなかなか厳しかったわけでございます

が、詳しくは申し上げませんが、居住用資産を売却した場合の税制については相当に拡充

がなされております。そういうことで、ライフステージに合わせたそういう住みかえとい

うものがよりスムーズにいくような方向というのを今後とも目指していきたいと思います。

それから、また、郊外住宅全体での問題として、これから我々としても取り組んでいか

なければならないのは、郊外住宅に住んでおられる方が高く評価されておられますのは一

つは環境面、環境が非常にいいとか、そういう部分がございます。しかし、一方では、ど

うしてもひな段造成とかそういう議論になってまいりますと、バリアフリーとか、高齢化

が全体として進んだ場合のバリアフリーとかいろいろな問題、あるいは既存の例えば小学

校とか、そういう学校の施設が相対的に空いてくるわけでございますから、そういうもの

を有効に活用していくにはどうしたらいいかというような問題、こういう問題は国だけで

も処理できません。また、自治体だけでもできません。また、それから、行政だけでもで

きません。先ほどから話題になっているＮＰＯとか、いろいろな方々の参加もいただいて、

そういう郊外住宅のよさというものをより生かすような、そういう施策も必要だと思って

おります。そういうことによりまして、全体としていわゆる国民のライフスタイルでござ

いますとかライフステージ、そういうものに合わせた住みやすい、選択性の多い市場と申

しますか、そういうものができ上がっていくことが、結果として総体として今我々が目指

していく方向だというふうに私どもとしては考えておりまして、そういう考え方のもとに

少し、すべてを土地白書に表現できているとは思っていませんが、そういう考え方、そう

いうものをまだ行政の認識として完全にお示しできない部分については事例の紹介という

形とか、いろいろな工夫をしながらここでやらせていただいているところでございます。

以上でございます。

○分科会長 貴重な御意見を多くお出しいただきまして、どうもありがとうございます。

まだまだ有益な御意見をちょうだいできるかと思いますけれども、時間の都合もござい
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ますので、できればこのあたりで分科会の意見を取りまとめさせていただきたいと存じま

す。

お出しいただきました意見は、この案に関して異議があるというよりも、土地政策にか

かわる将来の方向性に関して建設的な御示唆を多くちょうだいいたしたというふうに私は

認識をいたしております。この点は後の議題にも十分かかわってくることでございますの

で、この辺で私ども分科会の結論としては、土地白書のこの案について、国土交通大臣か

この審議会に意見を求められているわけですけれども、分科会の結論といたしましては、

事務局から説明のありました案のとおりに異議なく御承認いただいたということにさせて

いただければというふうに存じますが、いかがでございましょうか。よろしいですか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○分科会長 それでは、そのようにさせていただきます。どうもありがとうございました。

時間も押しておりますが、もちろん先ほど御指摘いただきました表紙その他短期的な問

題については、国会提出のときはさておいても、まず、本の体裁というのは読者との出会

いになりますので、御配慮をいただければと存じます。

（２）土地政策の検証について

○分科会長 それでは、引き続きまして２番目の議題になりますが、「土地政策の検証に

ついて」でございます。既に多く、ある意味でちょうだいしているかと思いますが、事務

局からまず今日の土地政策をめぐる状況を踏まえた論点を提供していただきまして、それ

に基づいて委員の皆様方から今後の土地政策の検討の方向性などについて御意見を賜りた

いと存じます。では、まず、事務局、○○課長でございますか、御説明いただければと思

います。

○事務局 資料４でございます。今回の白書にもございますように、現時点が土地政

策について改めて点検・検証すべき時期ではないかという記述がございます。それも踏

まえまして、また、今回新たに委員に御就任賜った先生方もたくさんいらっしゃいます

ので、幅広く土地政策の問題につきまして御意見を賜ればということで、資料４、１枚

紙でございますが、用意をさせていただきました。総論でございますが、要は構造変化

に伴って今後土地政策をどういうふうに取り組むべきかというのが基本的な問題意識で

ございます。三つの、「地価、土地取引の動き」、それから「社会・経済の変化」、そ
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れから「国民・企業の意識の変化」ということで、各項目につきましてはいろいろ従来

から議論されたり、あるいは議論すべきだと言われたところかと存じます。もう時間が

ございませんので、内容は恐縮でございますが省略をさせていただきますけれども、こ

こに掲げてございます論点に限ることなく幅広くいろいろな御意見をちょうだいできれ

ばと思いますのが本ペーパーの趣旨、あるいは議題の趣旨でございます。どうぞよろし

くお願いいたします。今後の当分科会での御審議のキックオフということでございます。

○分科会長 ありがとうございました。

それでは、ただいま御説明いただきました論点を踏まえて、忌憚のない御意見をお出し

いただければと思います。今御説明ありましたように、本日に限ったということではござ

いませんので、どうぞ時間の許す限り御意見をちょうだいできればと思います。いかがで

ございましょうか。それでは、お願いいたします。

○委員 資料４で御提示いただいている幾つかの論点がございますけれども、２番目の

「地価、土地取引の動き」ということに関連して１点、最後の「国民・企業の意識の変

化」ということに関連して１点、合わせて２点について所見を述べさせていただきたいと

思いますが、まず、土地取引の動きとの関係で、取引の活性化のための条件の整備という

御指摘をいただいているところでございます。このこととの関係で、先ほど土地白書の議

論の際に○○委員の方から御指摘があった地籍整備の問題につきまして、なお今後とも土

地白書でも強調していただいているところでございますけれども、重要な施策として認知

をいただきたいということを強調させていただきたいというふうに考えます。

地籍整備のお話というのは、○○課長の方からもお話がありましたが、国土交通省がお

持ちの施策であると同時に、法務省等と密接な連携を図って進めていく必要がございます。

このことに関しましては、法務省の方でこの秋以降、地籍整備に予算が投入されても、筆

界にかかわる争いが解決しませんと整備が図られないという問題がありますところ、これ

は土地家屋調査士の実務で成仏できない土地というふうに言ったりしておりますけれども、

そういう土地があって地籍の整備が進捗しないことを踏まえて、簡易に境界を確定する制

度、法務局長の行政処分として整備する制度の導入の立案が本格化する見込みでございま

すので、そうした周辺施策との連携を踏まえながら、なお地籍整備の重要性を御認識いた

だきたいということ。これが１点でございます。

それからもう１点は、下の方にお出しいただいている下の方から二つ目の丸のところの、

利用権に係る既存の制度との関係で、冒頭の事務局の発言で、定期借地権にかかわる御言
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及をいただいたところでありますし、また、土地白書の議論の際に○○委員の方からも持

ち家意識の変化と定期借地権制度の拡充ということの関係はどうなのかという御質疑をい

ただいたところでありますけれども、このテーマはやはり重要なのであろうというふうに

考えます。

そのこととの関係でいいますと、事務局が御指摘のとおり、事業用借地権についての制

度の見直しを鋭意進めるということももちろん重要でありますけれども、それと同時に、

これも事務局の話の中にあった、現在５０年以上になっている一般の定期借地権について

も所要の見直しが図られるべきではないかと。それで、○○委員から御指摘をいただいた

こととの関係で強く感じますことは、どうしても定期借地権というのは今まで制度創設以

来、その普及・定着の政策的な検証・測定を図るに当たって、量の観点が強調されすぎた

ような感じ、印象を受けます。定期借地で供給された住宅はことしは何戸でしたけれども、

まだ足りないのでという、いずれにしても毎年足りない足りないという少し暗い議論が重

ねられていくのですが、しかし、恐らく爆発的に戸数がふえるということがよいのではな

いし、また、そういうことは考えられないわけでありまして、○○委員の御指摘はそうい

うことに関係するのだと思うのですが、むしろこれからの定期借地制度の拡充というのは、

量的な観点と同時に質的な面で合理的な土地利用制度の１形態としての定期借地権をしか

るべく位置づけるという観点がもっと強調されてよいのではないかと。

そのこととの関係で申しますれば、事務局が言及した５０年以上という、あの下限の設

定が、今後もあれが多様なライフステージのあり方に即応していくに当たって適当なのか

といったあたりは、いま一度検証されてもよろしいですし、法制自体は法務省が持ってい

る案件でありますが、土地政策の観点からも引き続き重要性が認知されてよいのではない

かなというふうな感じを持ちます。以上、２点について所見を申し述べさせていただきま

した。

○分科会長 どうもありがとうございました。

事務局の方から何かコメントはございますか。

○事務局 先ほど課長を若干補足させていただきますと、私どもが資料４を出させていた

だいております趣旨は、今後、私どもが今この分科会で今後御議論を深めていただきたい

ポイントとして、やはり２１世紀の土地政策のあり方はどうあるべきかということが一昨

年来からの課題でございまして、そういう中で、今回、白書においてはこれまでの土地政

策を検証して、そして、新たな方策を再検討する転換点ということも御報告させていただ
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くこととしたわけでございます。そういう意味で、今後、この委員会で御検討いただいて

いく方向性について、私どもなりに事務的ペーパーという形でここにポイントのところを

出させていただきました。

そういう中で、○○委員から幾つか御指摘いただいております。そういうことも当然こ

れから議論していかなければならない課題だろうというふうに思っております。特に定期

借地５０年の下限を下げていくという議論については、これはまた与党との検討の観点で

いいますと、まず、その部分についてはやはり借地借家法の考え方の弱者保護の議論もあ

りますので、時間がもう少しかかるということで、まずとりあえず事業用定借だけを先に

やろうという議論になったわけでございますが、その５０年の議論も今後どうするのかと

いうことは非常に大きな課題だと思っておりますので、そういう視点も含めて今後勉強さ

せていただきたいというふうに思っております。ぜひこの分科会での御議論も活発にお願

いしたいというふうに思っているところでございます。

それとあわせて、法務省との連携ということも、私どもも国会でもよく聞かれるわけで

ございますが、局長とはもう本当に月に何回かは必ずどこかの場でお会いして、お互いに

情報をすり合わせてやっているつもりでおりますし、今後もそういうつもりでやっていき

たいというふうに思っております。以上でございます。

○分科会長 ほかに御発言の方、どうぞ。

○委員 すみません、たびたび。２点コメントしたいと思います。

第１点は簡単なことですけれど、社会・経済の変化で、将来的な土地の需要が全体とし

て縮小傾向にあるというふうに予測されているというのですが、これは私は、必ずしも土

地需要が縮小ということは予測されないのではないかと。価格が下がってきますから、土

地の面積を広げるということは幾らでもあるわけですから、一概に需要が縮小するという

ふうには言えないのではないかという、これが一つです。

それからもう一つ、少し気になるので、先ほどのことになってしまうのですが、土地の

価格情報、土地の情報を公開するというのは大変私も促進していただきたいのですが、た

だ、先ほどのお話ですと、上物がついたままの価格の中から下だけをはがすということな

ので、それが非常に気になるのですが、どうしてかといいますと、同じところに建ってい

ても、お店が建っていた場合と、それから住宅が建っていた場合では、当然土地というの

は派生需要ですから、上があって初めて土地の値段なり需要ができてくるわけですから、

当然価格が違ってくると思うのです。そのときに、どのように評価するかというのは非常
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にこれは難しい問題で、例えば住宅が建っていた場合には、住宅をただに、ゼロにする。

それから、簿価で評価する。それから、ヘドニックみたいに時価で評価する。幾つかある

と思うのです。ですから、そこを非常に、これから御検討ということで私は要望として申

し上げたいのですけれども、非常に注意していただきたいということです。

経済学的な観点からいえば、そこの途中で一番有効に使われているという、例えば住宅

ではなくて店舗の方が有効ならば、収益が高いならば、店舗で使うということが最大の有

効利用ということで、その価格を評価すべきであるというふうに私は思いますので、二つ

ほど、はがすときの論点というのはあるわけで、そこに何が建つのが一番有効かというこ

とで、それと、今申し上げたようにゼロにするか、時価にするか、簿価にするかというよ

うな問題もあると思うので、その辺、バイアスのないように、せっかくオープンにしてい

ながら、ほかからバイアスがあると言われたのでは仕方がありませんので、その辺は十分

御検討していただきたいと思います。

○分科会長 まだまだこの問題について御議論いただきますので、とりあえず今の御質問

についてお答えは後でいただくといたしまして、まだ御発言のない方、できれば委員の方

で御発言いただけるのであれば、ちょうだいしてまいりたいと思いますので、○○委員、

お願いいたします。

○委員 先ほど○○委員初め何人かの委員からの御意見、御質問に、事務局が答えた内容

に私は大変心強く感じているのですが、それは地方の都市の再生の問題でございます。

私どもは保険会社でございますので、大体人口５万人以上ぐらいのところには営業所を

置いていまして、全国で１，７５０カ所ぐらい営業拠点を置いております。したがって、

拠点長からいろいろな報告が入ってきたり、あるいは私自身も出張等で出かけることは多

いのですが、やはり県庁所在地は別といたしまして、それ以外の中堅都市の中心街、商店

街、ここのやはり衰退は相当著しいところもございまして、大変大きな問題ではないかな

というふうに思っております。

デパートとか、あるいは商店もそうですけれども、これに輪をかけているのが、自分の

話で申しわけないのですが、金融機関とか、あるいは保険会社が店舗を閉鎖して出ていく

という、この数が大変な数でございまして、非常に大きな問題だと認識しております。私

どもで具体的に申し上げますと、この１月に明治生命と安田生命が合併して明治安田生命

になったのですが、全国的に拠点を統合いたしました。営業所レベルでいきますと、大体

人口５万人以上ぐらいのところで１１２カ所の営業所を閉めたわけでございますが、その
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結果、社有の営業所がございましたので３９のビルが今は空きビルになっております。ま

た、テナントで入っておりましたところが６９カ所ございまして、ここも多分、出ていき

ましたので、その後埋まっていないところがほとんどという状況でございますし、また、

私どももテナントビルもかなり持っておりますが、ここも大体毎月一つずつぐらい金融機

関等の支店が出ていくという状況で、こちらはテナントビルですから、私どもの責任でや

っていくわけですが、とりわけ営業所の空いたところ等につきましては、やはり地元のお

役に立つ形で利用できれば一番それにこしたことはないということで、まさに先ほど事務

局が言及したＮＰＯとか、あるいは自治体等と御相談しながら活用策を考えたらというふ

うに社内的にも指示しているのですが、なかなかやはりそれは進まないのです。

そういう意味で、今、事務局からそういう発言があったのは大変心強く感じているので

すが、やはり具体的な仕組みだとか、あるいは成功例の情報提供、今回も一つ載っており

ますけれども、そういうものをぜひ積極的にやっていただきたいと思いまして、こちら役

所の方にも、そういう地方の視点をもう少し強く持っていただけたらありがたいなという

ふうに思います。

○分科会長 ○○委員、いかがでございましょうか。何か御意見をちょうだいできればと

思います。

○委員 今のことに関連しまして、特に中心商店街というのは非常に厳しい状況に置かれ

ています。一番の問題は、大店法が緩和されまして、もうほとんどの都市に大きなスーパ

ーが出てきていますので、ますます郊外傾向というのが非常に強くなってきているので、

やはりある程度のそういった商店街の皆さん方と、またスーパー等が一体となって地域の

開発を考えていくためには、従来の既存の商店街に対するインセンティブを思い切って、

特に容積率を思い切って与えない限り、駐車場を含めて、なかなか対応ができないという

状況でございますので、やはり東京と違って地域は非常に限られた中でそれぞれが生活し

ておりますので、そういった面についてぜひ御検討いただきたいということを強くお願い

したいと思います。

○分科会長 ○○委員、もしありましたら、よろしくお願いいたします。

○委員 基本的に日本の人口はもう縮小化で、土木学会がおっしゃっているように、私も

７，０００万人ぐらいが妥当ではないかという、その前提がまずやはり大きくきちんと押

さえられていないと、もう右上がりはもちろん望めないことだと思うのですが、そういう

中でやはりこの国土の利用というのはバランス、均衡というものがとても大事だと思うの
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ですが、どうもその後始末がまだまだ多いのではないかと思うのです。一極集中、あるい

は大都市集中と地方との関係のバランス、それから、地方の中にありましても、今おっし

ゃられたような都心と郊外という問題が、特に私は学校回りをいろいろとしておりますと、

その辺のアンバランスさがものすごく目につくわけです。そういったところを、特に後始

末的なものをどうやっていくのかというのが、私にはまだ見えないというところがありま

す。

それからもう一つ、国民の意識が本当に、土地は公共の福祉のものということでとらえ

られているのかどうか。今いろいろな問題になっているところの事例を見ますと、本当に

すき間的なところが売られていくといいましょうか、それも予想しなかったような利用形

態のもとに売買されていくというところで、地域住民が騒ぐという。どうもやはりすべて

が後手後手になっているところで、本当に国民は公共の福祉という概念で土地をとらえて

いるのかどうか、そういう意識啓発まで含めてどう考えていくのかということが、この資

料４の一番最後のところで、やはり市場において質の高い空間形成と考えるときに、本当

に市場だけでいいのかどうかというところが、私は伺っていて最後まで疑問に思っており

ました。以上です。

○分科会長 ○○委員、よろしいですか。どうぞ。

○委員 私もいろいろあるのですけれど、一番最後の、今、○○先生が言われたことにつ

いて少し意見を考えておりますが、敷地の細分化が進んでいるのは、やはり資料の説明に

もありましたように国民の根強い土地所有の意識が強いということもあろうと思うのです。

持ち家志向が８０％を超えているという、そういったことからもわかるのですけれども、

特にこの細分化が大きく進んだのは、木造３階建てが可能になってから、ものすごく敷地

が細分化されて、もう１００平米を切って７０平米ぐらいのものが極めて多くなってきた

のではないかなと思っております。

したがいまして、例えば今ある既存の行政法を使うとすれば、建築協定とか、緑化協定

とか、そういったものをもっと推奨させて、建築協定というのは何かもうほとんど衰退し

てしまって、私が住んでおります川崎市でも１カ所しかないぐらいで、昔はたくさんあっ

たようなのですけれども、減ってきております。ですから、むしろそういった建築協定や

緑化協定といった今までにある行政手段を上手に使って、むしろそれに対して優遇措置を

つけたらどうかなと思います。例えば公租公課を減免するとか、何らかの優遇措置をつけ

ていかない限り、国民の根強い土地所有の意識というのは変えられないのではないかと思
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います。以上です。

○分科会長 それでは、少し事務局の方から全体を含めて。

○事務局 それでは、今いただいた貴重な意見等を踏まえて、私どもも検証の視点をもう

一度整理させていただきまして、今後、またこの分科会で先生方の御議論、御示唆をいた

だきながら、土地政策の今後の再構築といいますか、そういうことに向かって努力してい

きたいと思っておりますので、どうかよろしくお願いいたします。

それから、○○先生に少し誤解があるかもしれませんので改めて申し上げておきますが、

１６年度に仕組みを、これからバックデータをどう出していくのが一番いいのかを、これ

から我々も勉強していきたいと思っておりますので、何か評価して更地に強引にして何か

するとか、そういうことがいいのか、それとも取引の実態そのものを素直に出していく方

がいいのかとか、いろいろなことも含めてこれからどういう出し方が一番効果的かという

ことも引き続き勉強して、１６年度中に仕組みを少し整理したいというふうに考えており

ますので、その点、どうかよろしくお願いいたします。以上でございます。

○分科会長 繰り返すようでございますけれども、この２番目の議題につきましては、今

後さらに当分科会などで議論を深めてまいりたいと思いますので、この辺で打ち切らせて

いただければと存じます。

（３）その他

○分科会長 それでは、最後の「その他」の議題でございますけれども、その他の議題の

中で「国土利用計画部会の設置」につきまして、事務局の方から資料について御説明をお

願いいたしたいと思いますので、よろしくお願いいたします。

○事務局 それでは、「国土利用計画部会の設置」につきまして、手短に御説明いたしま

す。資料５と６を用います。

初めに、簡単に国土利用計画のおさらいをさせていただきますけれども、国土利用計画

の全国計画、これは国土利用計画法の第５条に基づきまして国が全国の区域について定め

る国土の利用に関する計画でございます。また、国土の利用に関しましては、他の国の計

画はこれを基本とするということになってございます。

現行の計画でございますが、参考資料２ということでお配りしてございますが、これは

平成８年の２月１４日に、当時の土地政策審議会の答申を受けまして同年の２月２３日に
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閣議決定されたものでございます。内容といたしましては、土地需要の量的な調整のため

に平成１７年を目標といたしまして、農用地でございますとか森林、宅地など地目別に面

積目標を定めているものでございます。

また、これに加えまして、国土利用の質的な向上を図るという観点から三つほどの観点

が示されておりまして、安全で安心できる国土利用、自然と共生する持続可能な国土利用、

美しくゆとりある国土利用、この三つの観点から国土利用の基本方針を示しているもので

ございます。

この国土利用に関して調査・御審議をいただく部会を設置したいということでございま

すので、その背景を簡単に御説明いたします。資料５の方をごらんいただきたいと思いま

す。

平成１０年３月に全国総合開発計画、２１世紀の国土のグランドデザインというものが

閣議決定をされております。その中におきまして、国土計画の改革の方向について示され

ておりまして、これに沿いまして順次これまで検討が深められてまいったところでござい

ます。そして、現在、国土審議会の調査改革部会、こちらでこの全国総合開発計画と、そ

れから国土利用計画の全国計画、これらを国土の利用、開発及び保全を一体的に取り扱う

基本的かつ総合的な計画ということで、統合的に示していこうという方向で検討が進めら

れているところでございます。

今後でございますけれども、この調査改革部会におきまして二つの調査・審議が行われ

ることになっております。一つが、国土の利用、開発及び保全に関する基本的な施策の方

針を検討しようということになってございます。もう一つが、国土計画制度の改革という

ことでございますが、この調査審議が進められておるということでございます。

こういうことでございますので、国土利用計画についての調査審議を行う際に、こちら

の方の調査審議と十分に連携を図りつつ検討を行っていただく必要があるということでご

ざいますが、その上で、現行の第三次国土利用計画、先ほど御紹介しましたが、目標年次

が平成１７年ということになってございます。このことを踏まえますと、現行の国土利用

計画の点検を行う必要がございます。また、今後の国土利用のあり方につきまして課題に

ついての専門的な検討ということも行う必要があるというように考えてございまして、こ

のため、土地政策分科会に国土利用計画部会を設置していただきたいとお願いする次第で

ございます。

その「設置の要綱（案）」でございますが、それが資料６でございます。この中にござ
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いますように、任務といたしましては、国土利用に関する事項を調査審議し、その結果を

土地政策分科会に報告するということでございます。

なお、この部会の庶務でございますが、国土計画局総務課において処理するというよう

な形にいたしたいということでございます。

以上、私の説明でございます。

○分科会長 いかがでございましょうか。御異議がなければ、今、御説明いただきました

設置要綱のとおりに国土利用計画部会を設置して、調査審議を進めたいというふうに存じ

ておりますが、よろしいでしょうか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○分科会長 それでは、お認めいただいたということにさせていただきます。

なお、付言させていただきますと、国土利用計画部会に属すべき委員などの方々につき

ましては、審議会令により分科会長が指名するということになっておりますので、追って

指名をさせていただきたいというふうに存じます。御指名をさせていただきます委員の方

々については、御多用のみぎり大変御尽力いただくということ、御苦労をおかけすること

になるかと思いますけれども、よろしくお願いいたします。

それでは、一応これで準備いたしました議事は終わりました。私の不手際でもって時間

を大幅にオーバーした上に、委員の皆様方や事務局の皆様方に失礼があったかと思います

けれども、御寛容いただければと存じます。

それでは、事務局の方にお返しいたしますので、よろしくお願いいたします。

３．閉 会

○事務局 恐れ入ります。熱心な御審議、ありがとうございました。

以上をもちまして本日の予定はすべて終了いたしております。

なお、本日の資料のうち、土地白書関係資料につきましては、６月１１日に予定してお

ります土地白書の閣議決定後に公表することといたしておりますので、お取り扱いには御

注意を賜りたいと存じます。

委員の皆様方におかれましては、貴重な御意見を賜りまして、また、熱心に御議論いた

だきましたこと、まことにありがとうございました。
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午後１２時１２分 閉会


